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第１章 基本計画の位置付け 

１. 基本計画の目的 
児童相談所及び市町村における児童虐待相談対応件数は、全国的に増加傾向が続いており、痛ましい

死亡事例も後を絶ちません。加えて、現代社会の中で、家庭が抱える子育てに関する困難や課題も複雑

化・深刻化しており、より専門的できめ細やかな対応が求められているところです。 
本市は、令和６年７月に「（仮称）みやざきこどもセンター基本構想」を策定し、全ての子どもたちが心身

ともに健康に安心して生活し、持てる力を十分に発揮できるよう、子どもたちやその家庭を支援すること

を目的とした「（仮称）みやざきこどもセンター」（以下、こどもセンターという。）を設置するための基本的

な考え方を示しました。 
本基本計画は、こどもセンターの役割や設置機関、実施体制、施設整備の諸条件等を定めることを目的

として策定したものです。 
 

２. 上位計画及び関連計画との関係 
基本計画策定にあたっては、本市のまちづくりの指針を明らかにした「第六次宮崎市総合計画」、地域共

生社会の実現を目指す「第四次宮崎市地域福祉計画」、本市の子ども施策を総合的に推進することを目的

とした「宮崎市こども計画」を上位計画としています。また、令和６年７月に策定した「（仮称）みやざきこど

もセンター基本構想」を踏まえつつ、市の児童福祉、子ども・子育て等に関する諸計画に定められている基

本理念・目標との一体性をはじめ、関連計画との整合性に留意して策定します。 

【図表1】 上位計画及び関連計画との関係 

 

第六次宮崎市総合計画
（令和７年度から令和１６年度）

第四次宮崎市地域福祉計画
（令和元年度から令和７年度）

（仮称）みやざきこどもセンター基本計画
（仮称）みやざきこどもセンター基本構想

（令和６年７月策定）

【関連計画】
■第３次健康みやざき市民プラン
（令和6年度から令和17年度）

■第４期宮崎市障がい者計画
（令和5年度から令和11年度）

■第三次宮崎市教育ビジョン
（令和7年度から令和16年度）

■宮崎市都市計画マスタープラン
（令和７年度から令和11年度）

■第四次宮崎市環境基本計画
（令和7年度から令和16年度）

宮崎市こども計画
（令和７年度から令和１１年度）
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第２章 建設予定地 

１. 建設予定地 
建設予定地は市の中央部、宮崎駅から南東に約３００ｍのところに位置します。来所者にとって交通アク

セスに優れているとともに、宮崎県、警察、保健所、家庭裁判所等の関係機関も周辺に立地しており、緊密

な連携が図れる立地です。 
現在、予定地は宮崎科学技術館南側となっており、今後整地工事等を行い、新しい施設を整備します。 

【図表2】 建設予定地の位置及び周辺施設の立地状況 

 
（出典）国土地理院「地理院地図Ｖｅｃｔｏｒ」 
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建設予定地の敷地条件は以下のとおりです。 

【図表3】 建設予定地の敷地条件 

 
 

２. 敷地利用計画 
(１)敷地ゾーニング 

敷地は、西側（保健所側）の宮脇通線に面し東西に延びる形状であるため、宮脇通線からの進入を主動

線とし、建物の正面玄関は建物西側に設けます。一般利用者用の駐車場はゆとりある広さを確保します。

また、施設特性を踏まえた安全管理の観点から、一般の出入口とは別に緊急時用の出入口を設けるため、

その動線・スペースも考慮したゾーニングとします。 
以下の３つの案で検討した結果、公園利用者への圧迫感やメインモール通行者の安全性及び施設利用

者の利便性の観点から、Ｃ案のゾーニングを採用します。 

【図表4】 敷地ゾーニングの比較 

 
 

敷地外周を緑化（芝生や目隠し用２ｍ
程度の低木植栽等）し、隣接する公園
に圧迫感を与えない

敷地外周を緑化（芝生や目隠し用２ｍ
程度の低木植栽等）し、隣接する公園
に圧迫感を与えない

敷地外周を緑化（芝生や目隠し用２ｍ
程度の低木植栽等）し、隣接する公園
に圧迫感を与えない

公園に配慮した
敷地利用計画

一般駐車場をできるだけ西側に寄せて、
メインモールを歩行する公園利用者と
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い、メインモールを歩行する公園利用
者に対して車の動線が近い
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公園のメインモールの
通行者の安全に

配慮した敷地利用計画
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(２)敷地利用計画 

（１）の敷地ゾーニングを踏まえた、具体的な敷地利用計画は下図のとおりです。 
車両のアプローチは敷地西側の宮脇通線からとし、動線は歩行者と分離します。敷地西側の樹木や緑

地、モニュメント等は可能な限り現況のまま保全します。また、宮崎中央公園に接する敷地の南側と東側に

は緑地を整備し、公園利用者に施設の圧迫感を与えないよう配慮します。 
駐車場は６５台程度（公用車を含む）を整備し、車での来所を十分に受け入れられる体制とします。 

【図表5】 敷地利用計画図 

 
（出典）宮崎市「宮崎市地図情報システム」 

【図表6】 敷地鳥瞰図 
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第３章 こどもセンターの概要 

１. 基本理念・基本方針 
基本構想のとおり、こどもセンターの基本理念・基本方針は以下のとおりとします。 

 

＜基本理念＞ 

＜基本方針＞ 

 

 

l 子どもの安全・安心を最優先に考えます。 
l 子どもと家族が笑顔で過ごせるように一緒に考え、応援します。 
l 子どもが自分の力を信じ、自分らしく生きることができる取り組みを進めます。

 

（１）子どもの命を守るためには躊躇なく決断し、行動します。 
（２）地域全体で子どもと家族を支える環境を整えます。 
（３）妊娠期からの切れ目のない支援を通して、妊娠・子育ての不安に寄り添い、子育て中の家庭を孤立

させない取り組みを進めます。 
（４）市民にとって相談しやすく、子どもや家族に頼りたいと思ってもらえるような身近な総合支援拠点

を目指します。 
（５）子ども自身の想いや意見を表明できる環境を整え、子どもの声に向き合い支援につなげます。 
（６）子どもが家庭的な環境において、安心して暮らしていけるように、里親等を含めた社会的養育の推

進を図ります。
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２. 基本方針を踏まえた具体的な取り組み 
(１)　子どもの命を守るためには躊躇なく決断し、行動します。 

① 子どもの安全確保 
【迅速な対応】 

虐待の通告や相談を受け付ける体制を整え、緊急性の高い場合は、即座に対応できるよう、人員配置

や連絡体制を整備します。一刻を争う事態においても、ためらうことなく、子どもの安全確保のための

行動をとります。 

【関係機関との連携強化】 

学校、医療機関、警察など、様々な機関と緊密に連携し、情報共有を図ることで、より迅速かつ的確に

対応します。 

【理念の共有】 

定期的な研修や会議を通して、全ての職員が「子どもの命を守る」という共通の理念を理解し、共有

することで、組織としての一体感を醸成します。 

② 職員の専門性向上及び働きやすい職場環境の構築 
【職員の専門性向上】 

児童福祉に関する専門知識や、ソーシャルワークのスキル、リスクアセスメント能力などを高めるため

の研修を充実させます。　 

また、スーパービジョン体制を強化し、経験豊富な職員が、若手職員の相談にのり、指導することで、

個々の職員のスキルアップを図ります。 

【職員の負担軽減】 

家庭を取り巻く課題が複雑化・多様化する中で、とりわけ虐待対応等を行う職員においては、精神的・

肉体的な負担が大きいため、業務の効率化や充分な休息時間の確保等に努め、個々の職員の負担軽減

を図ります。 

【風通しの良い職場環境】 

職員同士が自由に意見交換できる雰囲気を作り、上司や同僚とのコミュニケーションを活性化するこ

とで、より良い支援につなげます。また、相談しやすい雰囲気を作ることで、悩みや不安を抱える職員を

早期にサポートし、メンタルヘルスの維持にも努めます。 

(２)地域全体で子どもと家族を支える環境を整えます。 

① 関係機関との連携強化 
【多機関連携】 

学校、保育所、医療機関、警察、社会的養護施設など、子どもと関わる様々な機関と連携し、情報共有

や支援の連携を強化します。定期的な会議や研修、事例検討会などを開催し、相互理解を深め、連携を

円滑化することで、子どもたちへの支援の質を高めます。また、必要に応じて、関係機関と合同で支援

チームを結成し、多角的な視点から子どもと家族を支援します。 

 



７ 

【地域ネットワーク構築】 

地域住民、民生委員・児童委員、自治会、ボランティア団体など、地域社会全体を巻き込んだ支援体制

を構築します。子どもの権利や虐待の早期発見について理解を深めてもらうことで、地域全体で子ども

を見守る意識を高めます。また、地域の子育て支援拠点との連携を強化し、子育て家庭が気軽に相談で

きる環境を整えます。 

(３)妊娠期からの切れ目のない支援を通して、妊娠・子育ての不安に寄り添い、子育て中

の家庭を孤立させない取り組みを進めます。 

① 妊娠期からの切れ目のない支援 
【妊娠期からの相談支援】 

妊娠に関する不安や悩みなど、妊娠期に直面する様々な課題に対し、相談窓口を設け、専門的なアド

バイスや情報提供を行います。 

【産後訪問】 

出産後には、産後訪問を実施し、母親の心身の健康状態や育児の状況を把握することで、孤立を防ぎ、

必要な支援につなげます。さらに、地域における交流の場を支援することで、子育て中の親子が仲間と

出会い、悩みを共有したり、情報交換したりできる場を確保し、孤立感の解消を促します。 

【関係機関との連携】 

切れ目のない支援には、関係機関との連携が不可欠なため、医療機関、保健センター、保育所等と連

携し、それぞれの状況に応じた適切な支援を提供します。 

② 子育て家庭への継続的な支援 
【子育ての負担軽減】 

保護者の病気や仕事などで一時的に子どもの養育が困難な場合に、子どもを預かることで、子育て

家庭を支援します。また、ファミリー・サポート・センター事業の相互援助活動により、地域住民が相互に

助け合うことで、保護者がリフレッシュしたり、自分の時間を確保したりすることができ、子育てによる

ストレスの軽減を図ります。 

【子どもに合わせた支援】 

発達に課題のある子どもに対して、専門的な支援を提供することで、子どもの健やかな成長を促しま

す。また、就学支援として、就学に関する相談や情報提供を行い、スムーズな就学を支援します。就学後

も、学校と連携し、子どもの学習や生活をサポートします。 

(４)市民にとって相談しやすく、子どもや家族に頼りたいと思ってもらえるような身近な

総合支援拠点を目指します。 

① 相談しやすい環境づくり 
【相談しやすい雰囲気づくり】 

相談者が悩みや不安を打ち明けやすいよう、温かく迎え入れる空間を提供します。そのため、プライ　　

バシーに配慮した設計にするなど、安心して相談ができるよう努めます。また、受付や待合室は、明るく

開放的な空間とし、子どもが遊べるスペースを設けるなど、親しみやすい雰囲気づくりを心がけます。 
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職員一人ひとりが、相談者の気持ちに寄り添い、当事者の立場になって話を聞けるように、職員研修

を充実させ、相談スキルの向上を図るとともに、相談しやすい雰囲気づくりを心がけます。 

【施設のバリアフリー化】 

誰もが利用しやすい施設であるために、施設のバリアフリー化に積極的に取り組みます。車いすやベ

ビーカーを利用している方でもスムーズに移動できるよう、スロープやエレベーターを設置するほか、バ

リアフリートイレの設置など、様々なニーズに配慮します。 

【多様な相談方法】 

子どもや保護者が、困ったときにためらわずに相談できるような、開かれた総合支援拠点を目指しま

す。具体的には、電話相談だけでなく、メールや SNS、オンライン相談など、多様な相談方法を提供し、

相談しやすい環境を整えます。また、相談スペースはプライバシーに配慮し、安心して話せる空間を確保

します。 

② 総合的な支援機能の強化 
【専門性の高い職員の配置】 

社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理師、臨床心理士、保健師、弁護士、医師など、専門性の高い職

員を配置し、多様なニーズに対応できる体制を構築します。 

【ワンストップ相談窓口の提供】 

一貫した相談サービスを提供することで、利用者の負担を軽減します。 

(５)子ども自身の想いや意見を表明できる環境を整え、子どもの声に向き合い支援につな

げます。 

① 子どもの意見表明を促進するための環境整備 
【安心できる空間】 

子どもが安心して話せるよう、プライバシーに配慮した相談室を設けたり、年齢や発達段階に応じた

コミュニケーション方法を用いたりすることで、子どもが自分の気持ちを表現しやすい雰囲気づくりを

心がけていきます。また、言葉で表現することが難しい子どもの場合は、絵を描いたり、遊びを通して気

持ちを表現したりするなど、様々な方法を活用することで、子どもの声に耳を傾けていきます。 

【職員の意識向上】 
子どもの声に耳を傾けるためスキルを身に付けることができるように、子どもの権利に関する研修

や、子どもの意見を聴くためのコミュニケーションスキルに関する研修などの実施に向けて検討します。 

② 子どもの意見を尊重した支援 
【子どもの意見を尊重した支援】 

子ども自身の意見を丁寧に聞き取り、その想いを支援に反映することで、子どもが主体的に問題解

決に関わることができるよう支援します。 
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(６)子どもが家庭的な環境において、安心して暮らしていけるように、里親等を含めた社

会的養育の推進を図ります。 

① 里親委託の推進 
【里親制度の周知】 

里親制度に関する情報を、地域住民や関係機関に広く発信することで、里親に関心を持ってもらい、

里親登録者を増やします。 

【開設前の取り組み】 

児童相談所開設前に市としてできる取り組みのひとつとして「子育て短期支援事業（ショートステイ事

業）」の受け入れ先を拡大するため、里親ショートステイに取り組みます。 

② 社会的養護施設や児童家庭支援センターとの連携 
【開設前の取り組み】 

宮崎市要保護児童対策地域協議会の構成機関とし、連携や対話を通して、それぞれの施設の特色を

理解したうえで、信頼関係の構築を図ります。 
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３. こどもセンターに設置する機関・機能 
(１)こどもセンターの役割 

こどもセンターは「子どもやその家庭に関わる総合支援拠点」として、全ての妊産婦、子育て世帯、子ど

もに対する相談・支援を一元的に取り組むため、下記の役割を担う機関や場所を整備します。 

【図表7】 こどもセンターが担う役割 

 
 

妊産婦や子育て世帯が抱える課題は多様化・複雑化しており、複数の機関での相談や支援が必要な家

庭も増加しています。一方で、家庭の状況や相談内容、子どもの年齢等により相談窓口や支援機関が複数

の部署・機関に分かれ、相談者にとって、わかりづらく、支援に繋がりにくくなっています。このような状況

の中、こども家庭センターは、相談者を適切な支援につなげていくために「わかりやすい相談先」となり、

相談者が抱える悩みを傾聴し、適切な相談先や支援機関につないでいくソーシャルワークを中心とした機

能を担い、より多くの子育て世帯の悩み等に対し、円滑に対応できる機関を目指します。 
また、複合施設にしたメリットを活かし、こども家庭センターと児童相談所及びその他の機関との連携

をこれまで以上に円滑に行えるようにしていきます。 
 

こどもセンター

こども家庭センター

地域子育て支援センター

ﾌｧﾐﾘｰ･ｻﾎﾟｰﾄ･ｾﾝﾀｰ
教育相談センター

児童相談所
（一時保護施設）

専門的支援

教育相談
遊び場

子育てサポート

何でも相談
（妊娠期～子育て）
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(２)こどもセンターに設置する機関 
こどもセンターの役割を十分に機能させるため、下記の機関を設置します。 

支援対象が様々であるこれらの機関を１つの建物内に設置することで、子育てに関する不安や悩みを持つ

誰もが相談しやすく、保健・福祉・教育という３つの観点からの総合的な相談支援を行うとともに、妊娠・

出産期から１８歳までの子どもの成長に伴う支援の狭間をなくし、切れ目のない、重層的な支援を実行し

ます。 

【図表8】 こどもセンターの設置機関 

【図表9】 設置機関と主な役割及び支援対象者 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 設置機関名 各機関の業務

 
何でも相談 こども家庭センター

全ての妊産婦や子どもとその家庭が安心した生活を継続できる

よう、家庭の状況に応じた支援を切れ目なく行う機能

 

専門的支援

教育 相 談

児童相談所 
（一時保護施設）

法に基づき強力な行政権限を迅速・適正に行使するとともに、高

度な専門性を必要とする相談や児童虐待対応を行う機能

 
教育相談センター

いじめ・不登校、特別支援教育、学校への要望に関することなどの

相談

 

遊び場 
子育てサポート

地域子育て支援 
センター

子育て中の親や子どもの交流の場の提供、育児不安等への相談・

援助、育児に関する情報の把握・提供、親子講座など

 ファミリー・ 
サポート・センター

保護者が子どもの世話や保育園等の送迎ができない場合や子ど

もを一時的に預けたい時などに利用できるサービス

妊娠

出産

乳児

幼児

小学生

中学生

高校生等
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委員会

地
域
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教育
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（仮称）みやざきこどもセンター

※全ての年齢層で保護者も含む。

連
携
を
図
り
な
が
ら

子
ど
も
と
家
庭
を
支
援

就学前
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① 児童相談所との連携 
これまで県が行っていた児童相談所を市が持つことで、市と県の二重構造による課題を解消し、児童

相談所とこども家庭センターの一体的な運営が可能となるため、虐待通告の窓口や援助方針の判断、ま

た家庭に対する相談・支援等について、必要に応じ２機関で協働して行う体制を構築していきます。 

【図表10】 児童相談所とこども家庭センターの連携協働のイメージ 

 

 
② その他の機関との連携 

地域子育て支援センターや教育相談センター、ファミリー・サポート・センターなどの支援機関とは、そ

れぞれの機関の利用者の状況に応じて、こども家庭センターや児童相談所に繋げたり、こども家庭セン

ターの相談者に地域子育て支援センターの利用を促したりすることで、子育ての不安感や孤立感の解

消につながるとともに、子どもや保護者の状況にあわせた相談・支援・見守りが行えるようになります。 
また、育児支援が必要な保護者には、同センター内のファミリー・サポート・センターにつなぐことも可

能です。 
さらに、子ども未来部の機関に加え、教育委員会が所管する教育相談センターを設置することで、福

祉と教育の連携もしやすくなることから、以下のような取り組みを検討していきます。 
l 就学前の子どもを含めた、教育面に関する専門的な相談・対応へのスムーズなつなぎ 
l 一時保護された子どもが在籍する学校との連携支援やオンライン授業等の調整により、一時保護

施設における教育の充実 

種別

対
応
の
流
れ

経路

こども家庭センター児童相談所

市民・関係機関・他自治体・警察・189 市民・関係機関・他自治体

子育て
相談等

養護相談（児童虐待及び虐待以外）・障がい相談・非行相談・育成相談等

一時保護

虐待の相談・通告

施設等入所

援助方針会議

在宅支援

受理・情報収集・緊急性の評価

調査・安全確認

児童
相談所

対応終了

連携
協働

児童
相談所

こども
家庭
センター

児童
相談所

こども
家庭
センター

児童
相談所

こども
家庭
センター

児童
相談所

家庭復帰
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４. 職員体制 
(１)こども家庭センター 

こども家庭センターの配置基準については、令和６年３月にこども家庭庁より発出された「こども家庭セ

ンターガイドライン」で定める母子保健機能及び児童福祉機能の基準に従い、適切な運営のための人員配

置を行います。 

【図表11】 こども家庭センター 職員体制（令和７年３月時点想定） 

 ※会計年度任用職員含む 
 
(２)児童相談所・一時保護施設 

児童相談所及び一時保護施設の配置基準については、児童福祉法及びその関係法令、児童相談所運営

指針、一時保護施設の設備及び運営に関する基準等に定められている基準に従い、計画的に必要な人材

を確保していきます。 
なお、夜間の身柄付通告や児童相談所虐待対応ダイヤル（＃１８９）等への対応についても迅速かつ円滑

に行える体制の整備を検討していきます。 
 
 

 

 こども家庭センター

 職種 資格等 人数

 センター長 ― １人

 

統括支援員

保健師、社会福祉士、こども家庭ソーシャルワーカー等の

母子保健、児童福祉に係る資格を有し、一定の母子保健又

は児童福祉分野の実務経験を有する者等で一体的支援に

係わる基礎的な事項に関する研修を受講したもの

１人

 母子保健機能　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４７人程度

 保健師等 保健師、助産師、看護師、臨床心理士等 ４４人

 事務処理担当職員 ― ３人

 児童福祉機能　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４人程度

 子ども家庭支援員 社会福祉士、精神保健福祉士、保健師等 ３人

 
心理担当支援員

公認心理師、大学や大学院において心理学を専修する学

科又はこれに相当する過程を修めて卒業した者等
１人

 虐待対応専門員 社会福祉士、精神保健福祉士、保健師等 １０人

 安全確認対応職員 ― ２人

 事務処理担当職員 ― ５人

 家庭相談員 ― ３人
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【図表12】 児童相談所・一時保護施設 職員体制（令和７年３月時点想定） 

 

 児童相談所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５２人程度

 職種 資格等 人数

 

所長

医師、社会福祉士、精神保健福祉士、公認心理士、児童福

祉司として２年以上勤務した者等であって、内閣総理大

臣が定める基準に適合する研修を受講したもの

１人

 児童福祉司 
（スーパーバイザー）

児童福祉司としておおむね５年以上勤務し、研修を修了

した者
４人

 
児童福祉司

社会福祉士、精神保健福祉士、保健師、保育士等の一定

の資格を有し、講習修了の要件を満たすもの等
２３人

 児童心理司 
（スーパーバイザー）

児童心理司として１０年程度の経験を有するもの
１人

 
児童心理司

公認心理師、大学において心理学を専修する学科等の課

程を修めて卒業したもの
１４人

 医師 ― １人

 保健師 ― １人

 弁護士 ― １人

 事務職 ― ６人

 一時保護施設　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３９人程度

 職種 資格等 人数

 
管理者 
（指導教育担当職員）

一時保護施設における業務又は児童相談所における児

童の福祉に係る相談援助業務に通算しておおむね５年以

上従事した経験を有する者

１人

 管理者補佐 ― １人

 
児童指導員

都道府県知事の指定する児童福祉施設の職員を養成す

る学校その他の養成施設を卒業した者等 ２７人

 保育士 ―

 

心理療法担当職員

大学等において、心理学を専修する学科等の課程を修め

て卒業した者で、個人及び集団心理療法の技術を有する

もの又はこれと同等以上の能力を有すると認められる者

２人

 個別対応職員 １人

 医師 ― １人

 看護師 ― １人

 
学習指導員

教育職員免許法に規定する小学校、中学校又は高等学校

の教諭の免許状を有する者
２人

 栄養士・調理員 （調理業務は委託を検討中） ３人
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一時保護施設に保護された子どもの状態は様々であり、家庭から分離されたことで気持ちが不安定に

なったり、不穏な状況になったりすることがあります。そのため、子どもの背景等を踏まえ、３６５日夜間・

日中を問わず、一時保護される子ども一人ひとりの状況に合わせ、子どもの安全・安心が確保され、個別

的かつ専門的な対応を可能とする職員体制とする必要があります。 
そこで、一時保護施設の児童指導員及び保育士については、夜間の職員体制等を含めて「一時保護施設

の設備及び運営に関する基準」の最低基準を遵守します。また、子どもの１日のスケジュールを踏まえ、朝

夕の職員配置を手厚くするとともに、子どもの状態に合わせた、より丁寧な個別対応が可能となるよう、

４交代制（早出・日勤・遅出・夜勤）のシフトを想定しています。あわせて、職員の会議や研修参加、休暇・休

業等を見込んだ職員数の確保及び職員数に応じた指導教育担当職員の配置を行います。 

【図表13】 子どもの１日のスケジュール（イメージ） 

 
早
出

日
勤
遅
出

夜
勤

子どもの
就寝時間以外を

できるだけ
職員2名体制

個別対応や
外出等ができるよう

日中活動時間は
手厚い体制

夕食後の入浴や
遊び・学習の支援が

できる体制

（学齢児） （児童指導員・保育士）

22:00
就寝

● 3:00 休憩
● 4:00 日記ヘのコメントや記録作成

● 23:00 ･消灯･夜間の見回り･休憩
･日記ヘのコメントや記録作成
･個別対応（夜間の緊急対応含む）等

● 20:00 休憩
● 21:00 ● 21:00 就寝声かけ･個別対応

● 19:00 自由時間 ● 19:00 遊びの見守り･個別対応
● 18:00 夕食 ● 18:00 夕食･服薬対応
● 17:00 入浴 ● 17:00 入浴や遊びの見守り

＊登校した子どもが順次下校 ● 16:00 業務引き継ぎ（日勤➤夜勤）
● 16:30 入浴準備･食事の準備

● 15:00 おやつ ● 15:00 おやつ・下校支援

● 12:30 休憩
● 13:30 活動(運動)･面談･自由時間 ● 13:30 活動見守り･個別対応･記録の作成

● 11:00 洗濯物の回収･食事の準備･雑務
● 12:00 昼食 ● 12:00 昼食･服薬対応

＊登校可能な子どもは、登校準備･登校 ● 8:30 業務引き継ぎ（夜勤➤日勤）
● 9:00 学習 ● 9:00 学習支援･個別対応

● 7:30 居室の整理整頓 ● 7:30 居室の整理整頓声かけ・登校支援
● 7:00 朝食 ● 7:00 朝食･服薬対応
● 6:30 起床・身支度 ● 6:30 起床の声かけ・健康確認･食事の準備

所
内
会
議
へ
の
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時
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受
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付
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告
へ
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(３)地域子育て支援センター 

地域子育て支援センターの配置基準については、令和６年３月にこども家庭庁より発出された「地域子

育て支援拠点事業の実施について」を基に、適切な運営のための人員配置を行います。 

【図表14】 地域子育て支援センター 職員体制（令和７年３月時点想定） 

 ※会計年度任用職員含む 
 
(４)教育相談センター 

教育相談センターは、子どもたちや保護者の学校生活上の困りごと（不登校・友人関係・学習・進路など）

について解決法を一緒に考えていくための相談窓口になります。様々な事案に対応するため、必要な専門

職等を配置します。 

【図表15】 教育相談センター 職員体制（令和７年３月時点想定） 

 ※会計年度任用職員含む 
 
※ファミリー・サポート・センターは、委託事業になるため「４．職員体制」には記載しておりません。 

 

 地域子育て支援センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０人程度

 職種 資格等 人数

 保育士・幼稚園教諭 ― １０人

 教育相談センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６人程度

 職種 資格等 人数

 学校経営アドバイザー 教職経験者 １人

 

スクールカウンセラー

学校教育法に基づく大学（短期大学を除く）又は、これ

と同等と認める学校等を卒業し、発達障がい、児童虐

待等に関わる相談業務の実務経験がある者

３人

 スクールソーシャルワーカー 社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する者 ６人

 

特別支援教育アドバイザー

心理士（公認心理師・臨床心理士、認定心理士等）の資

格を有する又は、心理検査（WISC・田中ビネー）につ

いて実務経験のある者

２人

 特別支援教育相談員 教職経験者 ４人
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第４章 施設計画 

１. 整備方針 
こどもセンターの基本理念・基本方針を実現する施設とするため、以下の５つを施設の整備方針とし、

施設計画を行います。 
 

【図表16】 整備方針 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●来所者への配慮
 誰もが気軽に訪れ、安心して相談できる施設
●子どもの安全・安心への配慮
 一時保護施設の安全性を確保し、子どもが安心して過ごせる施設
●施設の効率化
 複合施設のメリットを活かし、諸室の共同利用が図られた施設
●施設の将来性
 職員同士の連携がとりやすく、国の制度改正等による将来的な職員の増減や機能改編に柔軟に
 対応できる施設

●公園との調和
 公園の景観に配慮し、周辺環境との調和がとれる施設
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① 来所者への配慮 
Ÿ 授乳室や幼児用トイレを設置し、子どもと一緒に安心して来所できる施設とします。 
Ÿ 来所者が気軽に相談出来るよう、相談の受付カウンターを入口付近に設けます。 
Ÿ 障がいのある方の利用も見込まれることから、バリアフリートイレの整備や車椅子用駐車スペ

ースの設置など施設のバリアフリー化を進めていきます。 
Ÿ あたたかみのある空間づくりをします。 
Ÿ 相談者のプライバシーに配慮し、来所者同士が顔を合わせにくい動線計画や待合室を設置し

ます。 
Ÿ 相談内容が聞こえないよう、相談室等は防音対策をします。 

② 子どもの安全・安心への配慮 
Ÿ 一時保護施設は、家庭的で子どもがリラックスできる雰囲気となるよう工夫します。 
Ÿ 保護児童の動線は、一般の来所者とは分離した動線を確保します。 
Ÿ 保護児童の居室は、個室を基本とします。また、居室やリビング等の男女別のユニットと、学習

室や屋内運動場等の日中活動ゾーン、集団から離れて過ごせる個別対応ゾーンを明確に区分

けします。 
Ÿ 子どもが職員に声をかけやすいように子どもの生活スペースと執務スペースをなるべく近い

場所に設けます。 
Ÿ 一時保護施設内でも子どもが運動をしたり、様々な活動をしたりできるよう屋内運動場を整

備します。 
Ÿ 一時保護施設の設備については、子どもの年齢に配慮した設えとします。 
Ÿ 感染症の発生等に備えて、集団から分離した静養室等の配置を行います。 

③ 施設の効率化 
Ÿ 各機能が相談業務を行うため、相談室等の諸室の共同利用を前提とします。 
Ÿ 土・日・祝日や夜間の対応を想定した動線を確保します。 

④ 施設の将来性  
Ÿ 児童虐待相談対応件数が全国的に増加している状況や国の配置基準の改正等にも対応でき

るゆとりのある施設とし、職員にとっても快適な執務環境をつくります。 
Ÿ 本市の組織改編にも柔軟に対応できるような施設を検討します。 
Ÿ 環境にも配慮し、ライフサイクルコストにも配慮した施設とします。 

⑤ 公園との調和　 
Ÿ 公園の景観を損なうことが無いように、外観や色彩を含め、調和のとれた施設とします。 
Ÿ 駐車場の配置や動線計画など、公園利用者の安全面にも配慮した施設とします。 
Ÿ 公園利用者にとって、施設の圧迫感が少ない施設とします。 
Ÿ 公園を利用する子育て中の親子が立ち寄りやすい施設とします。 
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２. 機能配置の考え方 
こどもセンターは「市民開放エリア」「相談エリア」「心理エリア」「一時保護エリア」「管理エリア」の５つのエ

リアで構成し、来所者が訪れやすく、かつ来所者のプライバシーを確保できるよう、機能や諸室の特性に配

慮した諸室配置や動線を計画します。 

【図表17】 機能配置の考え方 

 

 

【図表18】 各エリアの概要 

 

市民開放エリア

✓地域子育て支援センター      
✓ファミリー・サポート・センター

心理エリア

✓こども家庭センター
✓児童相談所　　　　　

相談エリア

✓こども家庭センター
✓児童相談所　　　　　
✓教育相談センター　

一時保護エリア

✓学齢児ユニット
✓幼児ユニット
✓日中活動ゾーン
✓個別対応ゾーン
✓管理諸室

管理エリア

✓こども家庭センター
✓児童相談所　　　　　
✓教育相談センター　

 エリア名 概要

 
市民開放エリア

ü こども家庭センターの相談窓口や地域子育て支援センター、多目的スペース（キ

ッズルーム）など「誰もが気軽に訪れる」ことができるエリアです。

 相談エリア 
心理エリア

ü 相談や療育手帳の判定等を行う相談室や心理検査室等で構成するエリアです。

 
管理エリア ü 執務室のほか、職員用のトイレ、更衣室、休憩室、倉庫等を配置するエリアです。

 
一時保護エリア ü 一時保護された子どもが生活するエリアです。
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３. 諸室構成 

(１)一時保護施設の定員数 

児童相談所には、子どもの安全の迅速な確保を行うとともに、子どもの心身の状況、置かれている環境

等の状況を把握するために、一時的に保護を行うための一時保護施設を併設します。 
一時保護施設の定員数については、施設の規模やレイアウトに大きく影響することから、基本構想時点

の検討に加え、新たに以下の検討を行った結果、１６人（男子６人、女子６人、幼児４人）とします。あわせ

て、保護児童の男女のバランスの変動やジェンダーアイデンティティへの配慮、一時的な保護児童数の増

加等に対応できるよう諸室構成を工夫します。 
 

① 基本構想時点の検討 
　　　基本構想では、次の検討により定員数を１６人としました。 

■ 県中央児童相談所の一日平均保護人員（令和４年度：２３．２人）の約７割が本市児童とすると、１６人

になります。 
■ 令和元年度から令和５年度までの５年間における県中央児童相談所の一日当たりの最大所内保護

人員は１６人。 
■ 子ども家庭福祉分野を専門としている和田一郎氏の著書「児童相談所一時保護所の子どもと支援」

によると「非予測性と公共性の高い一時保護所の定員は、現状の２倍以上を見込むことである。も

し、１日平均１０名が保護される市であれば２０名の定員を見込んでおくことに意味がある。」とされ

ています。 
令和元年度から令和５年度までにおいて、県中央児童相談所における所内保護の１日平均保護人員

の最大は７．８人（８人）であることから、その２倍は１６人になります。 
※出典 和田一郎「児童相談所一時保護所の子どもと支援」、明石書店、２０１６ 

 
② 基本計画時点の検討 
　　　基本計画では、次の観点からも定員数を検討し、１６人としました。 

■ 県中央児童相談所の一日平均保護児童数（令和５年度：　２２．１人）の約７割が本市児童とすると、 
約１６人。 

■ 児童相談所開設時における児童虐待相談対応件数を、令和４、５年の実績から１０％増加して仮定。

児童相談対応件数のうち一時保護を行った割合や平均入所日数から以下のとおり算定すると約１６

人。 
 
 
 
 

 
 

 

入所定員＝

児童虐待相
談対応件数

児童虐待による
一時保護の割合

児童虐待以外
の保護数

３６５日

平均入所 
日数

×
×

+
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【図表19】 県中央児童相談所一時保護の状況 

※「延人数」欄は福祉行政報告例に基づき当該年度中に対処した児童を計上。従って、前年度中から引

き続き保護する児童を含み、また、次年度にわたり保護する児童を含まないため、実数ではない。 

【図表20】 県中央児童相談所一時保護の受付状況 

　※（）内は宮崎市分 
 

 区分　　　　　　　　　　　　　　　　　

年度
令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

 
所内保護

実 人 員 １３３ １０３ １２４ １０８ ８９

 延 人 数 ２，４４０ ２，０８４ ２，８５０ ２，３９２ ２，５０５

 
委託保護

実 人 員 １４６ ８１ １９８ １９３ １６０

 延 人 数 ４，３２７ ２，１７１ ５，３４４ ６，０７１ ５，５７０

 
計

実 人 員 ２７９ １８４ ３２２ ３０１ ２４９

 延 人 数 ６，７６７ ４，２５５ ８，１９４ ８，４６３ ８，０７５

 
一日平均保護人員（人） 

（延人数÷３６５日）

所内保護 ６．７ ５．７ ７．８ ６．６ ６．９

 委託保護 １１．９ ５．９ １４．６ １６．６ １５．３

 合 計 １８．５ １１．７ ２２．４ ２３．２ ２２．１

 
一人平均保護期間（日） 

（延人数÷実人員）

所内保護 １８．３ ２０．２ ２３．０ ２２．１ ２８．１

 委託保護 ２９．６ ２６．８ ２７．０ ３１．５ ３４．８

 合 計 ２４．３ ２３．１ ２５．４ ２８．１ ３２．４

 令和４年 令和５年

 養 護 児童虐待 ２２９ （１５３） １６２ （１２９）

 そ の 他 ３７ （３２） ２３ （１６）

 障 が い ０ （０） ０ （０）

 非 行 ７ （２） １１ （９）

 育 成 １６ （１０） ２４ （１６）

 保健・その他 ０ （０） ０ （０）

 小 計 ２８９ （１９７） ２２０ （１７０）

 【参考】児童虐待相談対応件数 ９９９ （６９０） ８５８ （５６９）

Ｒ４定員想定＝
６９０件×１．１

２２％ 
【１５３件/６９０件】

４４人

３６５日

２８．１　≒１６人
×

×
+

Ｒ５定員想定＝
５６９件×１．１

２２％ 
【１２９件/５６９件】

４１人

３６５日

３２．４　≒１６人
×

×
+
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(２)諸室構成 

本施設の主な諸室構成は以下のとおりです。 
一時保護施設を除く各機関の執務室を１つのフロアに集約することで職員間のスムーズな連携を図る

とともに、相談室等を複数の機関で共有することで、コンパクトで充実した諸室構成とするなど、複合施設

として整備することの価値を高めます。 
なお、面積等は国が定める基準や先進自治体の情報を参考にした現時点の想定であり、基本設計・実施

設計において変更になる可能性があります。 

【図表21】 諸室リスト 

 市民開放エリア

 諸室名 用途等 室数 面積

 地域子育て支援 
センター

子育て講座や一時預かり事業を実施。授乳室を含む。 １室 １５２㎡

 ファミリー・ 
サポート・センター

育児の手助けを受ける会員と協力をする会員のマッチン

グ等の事務を行う。
１室 ３３㎡

 待合スペース・ 
多目的スペース

プライバシーにも配慮した待合スペースとする。 １室 ２９５㎡

 
利用者用トイレ バリアフリートイレを含む。 １室 ３３㎡

 相談エリア

 
相談室（小）

定員４名（１部屋１０．５㎡）、プライバシー保護のため防音

等に配慮が必要。
１４室 １４７㎡

 
相談室（大） 定員８名、プライバシー保護のため防音等に配慮が必要。 １室 ２１㎡

 
中待合スペース 顔を合わせず３組程度が待てるスペース。 １室 １３㎡

 心理エリア

 
相談室（小）

定員４名（１部屋１０．５㎡）、プライバシー保護のため防音

等に配慮が必要。
３室 ３６㎡

 
中待合スペース 顔を合わせず３組程度が待てるスペース。 １室 １２㎡

 
心理検査室

定員４名（１部屋１２㎡）、心理検査に必要な道具の収納ス

ペースを含む。 防音等に配慮が必要。
５室 ６０㎡

 
箱庭療法室

心理検査に必要な道具の収納スペースを含む。防音等に

配慮が必要。
１室 ２８㎡

 
家族療法室

心理検査に必要な道具の収納スペースを含む。防音等に

配慮が必要。
１室 ３２㎡

 
プレイルーム

心理検査に必要な道具の収納スペースを含む。防音等に

配慮が必要。
１室 ５８㎡
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司法面接室 定員６名、防音等に配慮が必要。 １室 １３㎡

 
観察室

司法面接室と家族療法室に隣接。防音等に配慮が必要。

マジックミラーの設置が必要。
１室 ９㎡

 
医務室 ベッド、薬品庫等を設置。 １室 １２㎡

 
利用者用トイレ バリアフリートイレを含む。 １か所 ３９㎡

 管理エリア

 

執務室

市民開放エリア・相談エリアにまたがる。複数機関の職員

で共有することで、スムーズな連携に寄与する。 

（6.5 ㎡/人×想定１３１人）

１室 ８５２㎡

 
会議室

関係機関を含めた会議や研修等にも使える設えとする。

可動式間仕切りを設置し、分割利用を可能とする。
１室 １４０㎡

 
書庫・倉庫

執務室内に設置する。将来を見越し、十分な収納スペース

の確保が必要。
― １０８㎡

 
職員用更衣室 男女別に設置する。 ２室 １５㎡

 
職員用休憩室 男女共用とする。 １室 １４㎡

 
職員用トイレ １か所 ２０㎡

 
警備室・業者控室 １室 １５㎡

 一時保護エリア

 学齢児ユニット（男女各１ユニット）

 
居室

個室とする。居室内にはベッド・学習机を置くとともに、私

物等を収納できる棚を設置する。
１２室 １４４㎡

 

リビングスペース

日中の活動時間以外に子ども達がくつろぐことができる

スペースとする。ソファーやテレビのほか、マンガや玩具

も置けるようにする。

２室 ８５㎡

 
浴室・脱衣所

男女各ユニットに２つずつ配置する。各浴室を同時に使え

るよう、各々に脱衣所を設置する。
４室 ６５㎡

  
トイレ

ユニット内に２つずつ配置する。全て個室とし、廊下から

直接出入りできる仕様とする。
４室 ３０㎡

 幼児ユニット

 
居室 主に幼児が就寝時に利用する。和室とする。 １室 ２０㎡

 

リビングスペース

幼児が遊んだり、食事をしたりするスペースとする。床は

子どもの安全性に配慮した材質とし、幼児用の椅子・机の

ほか、絵本や玩具も置けるようにする。

１室 ２０㎡
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静養室 体調不良時に集団から離れて過ごすための部屋とする。 １室 １０㎡

 
浴室・脱衣所 幼児用のトイレに隣接して配置する。 １室 １７㎡

 
トイレ（幼児） 個別ブース化により、プライバシーを確保する。 １室 １２㎡

 
洗濯室 家庭用の洗濯機、乾燥機を設置。 １室 ６㎡

 
給湯等スペース 給湯ポットやシンクを設置、調乳スペースとしても利用。 １室 ２㎡

 
テラス(面積対象外)

幼児専用の屋外の遊び場。転落防止の工夫や外部からの

視線に配慮が必要。
１室 ４７㎡

 日中活動ゾーン

 
学習室・教材庫

学習用の机・椅子を配置できる広さとする。複数室を一体

的に利用できるよう、可動式の間仕切りを設置する。
１室 ５４㎡

 屋内運動場・ 
器具庫

ミニバスケットやバドミントンが可能な広さ・高さとする。

余暇活動のためスクリーンや音響設備を設置する。
１室 ２５２㎡

 
リビングスペース 
（共有）

日中の活動時間以外に子ども達がくつろぐことができる

スペースとする。ソファーやテレビのほか、マンガや玩具

も置けるようにする。

１室 ３３㎡

 

食堂

１２人の学齢児と職員数名が一堂に会して食事ができる

広さを確保する。手洗い場を設置し、床は掃除しやすい材

質にする。子どもと調理員が直接コミュニケーションをと

れるような設えとする。

１室 ３６㎡

 トイレ 
（共用＋職員用）

リビングスペース（共用）に隣接して配置する。全て個室と

し、廊下から直接出入りできる仕様とする。
１か所 １２㎡

 
屋外運動スペース 屋上を活用した運動スペースを設ける。 ― ―

 個別対応ゾーン

 
インテーク室

入所時のインテーク面接に使用。プライバシー保護のため

防音等に配慮が必要。
１室 １２㎡

  
個別対応室

身柄付き通告やジェンダーアイデンティティ等への対応時

に使用（１部屋１２㎡）。壁はクッション性の高いもの、防音

に配慮が必要。

２室 ２４㎡

 
浴室・トイレ 個別対応室の入居児童が使用。 １室 １２㎡

 
静養室

感染症等への対応に使用（１部屋１２㎡）。トイレ・シャワー

を設置。
２室 ２４㎡

 管理諸室

 
面接室

入所児童との面接に使用。プライバシー保護のため防音

等に配慮が必要。
１室 １３㎡



２５ 

 

４. 施設計画 
(１)施設規模 

本章「３．諸室構成」をもとに算定した施設の規模は、以下のとおりです。延床面積は約４，５００㎡、地上

２階建ての施設を計画します。 

【図表22】 各エリアの想定面積 

 

 
倉庫

所持品保管室を含む。将来を見越した十分な収納スペー

スを確保。
― ５４㎡

 
厨房

食堂に隣接して配置する。食材等の搬出入の動線は、子

どもの活動空間と重ならないように配慮が必要。
１室 ２４㎡

 厨房スタッフ用の

諸室等

調理員用の更衣室、休憩室等の必要な諸室と設備を設

置。
１室 ２２㎡

 

洗濯室・リネン庫

業務用の洗濯機、乾燥機を設置する。使用済みのリネンと

未使用のリネンを分離して保管できるスペースを確保す

る。

１室 ９㎡

 
衣類保管庫

子どもの年齢や性別等に応じて貸与する衣類（オールシ

ーズン）等を保管する。
１室 １３㎡

  

執務室

一時保護施設への出入りを確認しやすい場所に配置す

る。相談部門等とスムーズな連携が取れるよう、カメラや

スピーカー等を整備する。 
（６．５㎡/人×想定９人）

― ５９㎡

 
職員用更衣室 職員用の更衣室を男女別に設置する。 ２室 １８㎡

 
職員用休憩室 職員用の休憩室を男女別に設置する。 ２室 ２４㎡

 エリア 想定面積（㎡） 構成比

 市民開放エリア ５１３

 相談エリア １８１

 心理エリア ２９９

 管理エリア １，１６４

 一時保護エリア １，１０６

 小計 ３,２６３ ７３％

 共有（廊下、階段室、トイレ等） １，２３７ ２７％

 合計 ４，５００ １００％
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(２)諸室配置・動線計画 

以下の視点に基づき、諸室の配置や動線を計画していきます。 

【図表23】 諸室配置・動線計画の考え方 

 

管理エリア（非開放）

 

管理エリア（開放）

 

地域子育て支援センター
一時預かり専用スペース

及び
授乳室を含む

多目的スペース
（キッズルーム）

利用者用トイレ
（バリアフリートイレ含む）

会議室
（セミナー室）

ファミリー・
サポート・センター

相談室（事務室内）

相談室（事務室外）

倉
庫

相談室
司法面接室
観察室
医務室
プレイルーム

医務室
心理検査室
箱庭療法室
利用者＆職員用トイレ
（バリアフリートイレ含む)
倉庫

警備室

カ
ウ
ン
タ
ー

日中活動ゾーン
食堂
学習室
屋内運動場
リビングスペース（男女共用）
トイレ（学齢児用＋職員用）
執務コーナー（職員用スペース）

学齢児ユニット
男子生活エリア(居室６名、リビング、浴室等)
女子生活エリア(      〃      )

幼児ユニット
事務室
リビング
居室
静養室

浴室
洗濯室
洗面
トイレ（幼児用＋職員用）

個別対応ゾーン（入所準備）
インテーク室
居室

静養室
浴室＆トイレ（男女共用）

管理エリア
事務室＋面接室
職員用更衣室（男女別）
職員用休養室（男女別）
食堂バックヤード
 厨房
 スタッフ用更衣室兼休憩室
 倉庫等

清掃スタッフ控室
中待合スペース

エ
ン
ト
ラ
ン
ス
・
ロ
ビ
ー

（
待
合
ス
ペ
ー
ス
）

市民開放エリア 一時保護エリア

主 

入 

口

職員用入口

利用者の動線
職員・関係者等の動線
一時保護施設学齢児の動線
一時保護施設幼児の動線

相談エリア

心理エリア

ロビー

職員用トイレ

職員用更衣室
（男女別）

職員用休憩室

中待合スペース

こども家庭センター（児童）

児童相談所

こども家庭センター（母子）

教育相談センター



２７ 

【図表24】 施設計画の考え方 

 エリア名 施設計画の考え方

 市民開放エリア ü 建物西側の玄関は、待合スペースを兼ねたエントランス・ロビー（オープンスペース）とし、市民が誰でも、入りやすく居心地の

よい空間をつくります。 
ü 地域子育て支援センターは、建物の南側など採光がとれる場所に配置し、明るい空間となるよう配慮します。 
ü 地域子育て支援センター及びファミリー・サポート・センターは、市民の方が利用しやすい場所に配置します。

 相談エリア 
心理エリア

ü 市民開放エリアに設置する相談窓口で受付後、職員が相談室等に案内します。そのため、相談エリアと心理エリアには、来所

者が自由に立ち入ることはできません。 
ü また、相談内容が周りに聞こえることがないよう、また周囲の騒音が気にならないよう、相談室等の防音に配慮します。

 管理エリア ü こども家庭センター、児童相談所及び教育相談センターの執務室を１つのフロアに集約することで、機関間の連携をスムーズ

にします。 
ü 執務室は、情報管理の観点から外部から見えないつくりとしますが、市民開放エリア側には相談カウンターを設け、来所者が

職員に声をかけやすい設えとします。 
ü 管理エリアに配置する会議室は、受理・援助方針会議のほか、要保護児童対策地域協議会の開催等を主な目的として利用し

ますが、地域子育て支援センター等が開催する市民向けのイベントや研修会等でも利用できるよう、市民開放エリアからも利

用できる出入口を設けます。

 一時保護エリア ü 子どもの居住スペースとなる、居室やリビング、トイレ、浴室等で構成する「ユニット」は、男子・女子・幼児の３つを設け、採光

がとれる明るい場所に配置します。 
ü 子どもの日中活動で利用する学習室や食堂、屋内運動場、男女共用のリビングスペースは、各ユニットから自由に行き来でき

るような配置・動線とします。また、屋上に運動場を設け、子どもが運動できる場所を最大限確保します。 
ü また、集団での生活が難しい子どもが生活する場所として、ユニットとは別に居室やトイレ・浴室等を設けます。 
ü 一時保護施設への動線は、建物の玄関とは異なる場所に設置し、一時保護された子どものプライバシーを確保します。
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(３)ＺＥＢ化（Ｎｅｔ Ｚｅｒｏ Ｅｎｅｒｇｙ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ  ） 

ＺＥＢとは、Ｎｅｔ Ｚｅｒｏ Ｅｎｅｒｇｙ Ｂｕｉｌｄｉｎｇ（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で快適な室内環境

を実現しながら、省エネと創エネにより「建物で消費する年間の一次エネルギーの収支をゼロにすることを

目指した建物」のことです。 
地球温暖化対策推進法に基づく政府実行計画においては、政府の施設に関して「今後予定する新築事

業については（中略）、２０３０年度までに新築建築物の平均でＺＥＢ Ｒｅａｄｙ相当となることを目指す」と

しており、市の施設においても同様に目指していく予定です。 

【図表25】 ZEB の定義 

 
 

こどもセンターにおいても、下記に例示される検討事項等を含め「ＺＥＢ Ｒｅａｄｙ」を実現するための検

討を基本設計段階において行います。 

【図表26】 ZEB 化に向けた検討事項 

出典：環境省HP

 

パッシブ技術 
（エネルギーを減らす）

・省エネ基準に合致した外壁や断熱材の厚さを増すことによる断熱性能の確保 
・複層ガラス、Ｌｏｗ‐Ｅガラスの採用による断熱性能の確保 
・日射遮蔽のための庇やブラインドの採用 
・自然採光のためのトップライトやライトシェルフ、光ダクトシステム等の導入 
・雨水の雑用水への再利用 
・トイレへの再生水の利用 
・ＢＥＭＳ導入によるエネルギー使用状況の見える化

 

アクティブ技術 
（無駄なく効率的に使う）

・個別空調方式の採用 
・高効率空調設備の導入 
・インバーター制御やＣＯ２感知センサーを用いた換気設備の採用 
・ヒートポンプ式給湯器の採用 

・高効率ＬＥＤ照明の採用 
・照明の明るさセンサーや人感センサーの採用 
・トップランナー基準の変圧器の採用
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第５章 概算整備費及び事業手法 

１. 概算整備費 
(１)概算整備費 

こどもセンターの概算整備費は、建設工事費の約３２．９億円を含んで、かつその他建設予定地の整備に

係わる費用や設計費等を算定した結果、約３７．６億円程度となる見込みです。 
なお、施設整備費は現時点での概算であり、今後さらに具体的な検討を進めていく中で変更となる 

可能性があります。 

【図表27】 建設工事費の積算の考え方 

 

【図表28】 概算施設整備費 

 
 

 

 
概算施設整備費 約３７．６億円程度

 整地に係わる工事費 
（測量等調査、樹木伐採、造成等）

約２．５億円

 基本設計・実施設計 約１．２億円

 工事監理・設計意図伝達・工損調査等 約１億円

 建設工事費 約３２．９億円

 ※ただし、電線共同溝の工事費が今後加算される。 
※導入するシステムや設備・什器等は今後の検討事項のため上記には含んでいない。

 

工事費単価 
の算出方法

 
 
 
 

 建設費を求め

る前提条件

延床面積　約４，５００㎡　 

外構面積　約３，９００㎡　

令和２年度に整備

した公共施設の建

築単価

ZEB Ready への対応 

（省エネルギー基準相当の建

物に比べ約９～１８％の建築

費増）

物価補正 
（建築資材物価指数）

× ×
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(２)国の補助制度等の活用 

現時点で整備の際に想定される国庫補助金及び市債は下記のとおりです。引き続き有利な財源につい

て検討します。 

【図表29】 国の補助制度等の概要 

 
(３)ライフサイクルコスト 

ＬＣＣ（Ｌｉｆｅ Ｃｙｃｌｅ Ｃｏｓｔ）とは、設計・施工工事費などのイニシャルコストと、運営管理費や光熱水費、

改修・修繕費などのランニングコストを含めた建築物に係る全ての費用のことです。建物の全体的なコス

トを理解することで、建物の寿命や耐久性を最大限活用し、経済的・環境的な負担を軽減することができ

ます。ＬＣＣを抑えることは、建物の持続的な運用や環境負荷の低減に直結します。 
省エネルギー対策や運営管理の効率化、適切なメンテナンス計画などを通じたＬＣＣの低減について、基

本設計・実施設計の中で検討していきます。  

 名称 市債の充当率又は国庫補助金の額 地方交付税措置

 児童相談所

 【市債】 

施設整備事業（一般財源化分）

廃止前の要綱に定める交付基礎額によら

ず、対象経費の実支出額と、総事業費から寄

附金その他の収入額を控除した額とを比較

して少ない方の額に２分の１を乗じた額の 

１００％

元利償還金の 

７０％

 【市債】 

一般単独事業

９０％ 元利償還金の 

５０％

 一時保護施設

 【国庫補助金】 

次世代育成支援施設整備交付金

国が定める交付基礎額と、対象経費の実支

出額と総事業費から寄附金等の収入額を控

除した額とを比較して少ない額に２分の１を

乗じた額を比較して少ない方の額　（※令和

２年以降交付基礎額を２倍にする特例措置

あり）

 【市債】 

一般補助施設整備等事業

９０％ 元利償還金の 

５０％

 こども家庭センター、地域子育て支援センター

 【国庫補助金】 

次世代育成支援施設整備交付金

国が定める交付基礎額と、対象経費の実支

出額と総事業費から寄附金等の収入額を控

除した額とを比較して少ない方の額に２分

の１を乗じた額を比較して少ない方の額

 【市債】 

社会福祉施設整備事業

８０％ 無し

 ファミリー・サポート・センター、教育相談センター

 【市債】 

子ども・子育て支援事業

９０％ 元利償還金の 

３０％
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２. 事業手法 
本事業を実施するにあたり想定される事業方式は「従来方式」「ＰＦＩ－ＢＴ方式」「ＤＢ方式」であり、これ

らを以下のような評価項目で比較検討を行いました。 

【図表30】 各事業方式の評価 

 
事業方式ごとに定量評価を行った結果「ＰＦＩ－ＢＴ方式」「ＤＢ方式」において、一定のＶＦＭが発現する

結果となりました。 
しかしながら、児童相談所に関しては、全国的にＰＰＰ/ＰＦＩによる整備事例が極めて少ないことから、必

ずしも民間事業者に専門的な知見や技術が蓄積されているわけではないと考えられます。 
そのため、こどもセンターの整備にあたっては、民間事業者に設計・施工を一括して発注し、ある一定の

自由度を持たせて委ねるより、本市が主体となり児童相談所関係者から直接アドバイスをもらいながら、

設計・施工を進めていく方が、より良い施設整備ができると考えられます。 
よって、本事業の事業手法は「従来方式」を採用します。 

 
評価項目

従来 

方式

PFI-BT 

方式

DB 

方式

 新たな 

事業機会 

の創出

①民間事業者による創意工夫の発揮の余地はあるか △ ○（余地は少ない）

 ②民間事業者の参画可能性はあるか ○ △ △

 ③事業の競争性はあるか ◎ ○ ○

 ④民間事業者の参画による事業の質的向上の可能性はあるか ○（優劣なし）

 ⑤公共と民間の間でリスクの明確化及び適切なリスク分担が 

可能か
○（優劣なし）

 ⑥法令上の制約はない ○（優劣なし）

 財政的 

メリット

⑦交付金等による市の財政負担軽減の可能性 ◎ △ △

 ⑧費用の削減もしくは収入の増加が見込めるか △ ○ ○

 事業実施 

上の課題

⑨事業実施に適切な検討時間を確保できるか ○（優劣なし）

 ⑩事業を実施する上で、デメリットとなり得る事項はないか ◎ ○ ○

 
定性評価結果 ◎ ○ ○

 

定量評価結果（VFM（試算）） ―
1.1 億円

7.0%

1.4 億円

9.2%
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第６章 開設に向けた業務 

１. 事業スケジュール 
こどもセンターは、令和１１年度当初までの開設を目指します。開設に向けたスケジュールは下記のとお

り予定しています。 

【図表31】 事業スケジュール（予定） 

 
 

２. 開設に向けて検討すべき事項 
(１)県から移譲される業務 

本市が児童相談所を設置することで、児童相談所業務以外に里親に関する事務や療育手帳に係る判定

事務等、各種事務が県から移譲されます。遺漏がないよう進めていきます。 
 

(２)要保護児童対策地域協議会 

本市では、平成１８年に宮崎市要保護児童対策地域協議会を設置して以降、関係機関との連携強化を図

るため、適宜協議会の構成機関を追加してきました。 
子どもと家庭に関係する機関が連携して、児童虐待の予防や早い時期から支援が必要な家庭に、適切

な保護者支援を行っていくための組織として、今後も参加機関の追加や関係機関の積極的なかかわりを

促す工夫等、機能強化と活性化に取り組む必要があります。 
こども家庭センターが要保護児童対策地域協議会の調整機関として、個別ケースの情報整理や関係機

関との連絡調整、ケース会議の開催、各機関の役割分担の調整等を担いますが、新たに設置する児童相談

所と協働した取り組みにより、宮崎市要保護児童対策地域協議会の拡充を進めていきます。 

R6年度 R7年度 R8年度 R9年度 R10 年度 R11年度

基本計画

建設予定地整備等

埋蔵文化財調査

基本設計・実施設計

建設工事

開設準備

開設

都市計画決定の変更
（11/27告示）

基本構想策定
（7月）
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(３)社会的養護の基盤づくり 

社会的養護とは、保護者のない児童、保護者に監護させることが不適当であると認められる児童を、公

的責任で社会的に養育し、保護するとともに、養育に困難を抱える家庭への支援を行うことです。 

平成２８年の児童福祉法改正では、子どもが権利の主体であること、実親による養育が困難であれば、

里親や特別養子縁組などで養育されるよう、家庭養育優先の理念等が規定されました。 

この理念に基づき、令和７年３月には、宮崎県社会的養育推進計画も策定される予定であり、本市とし

ても、県の策定する社会的養育推進計画に沿って、家庭での養育が困難な子どもたちへの支援が適切に

行えるよう、児童相談所開設前から、家庭養育を可能とする体制づくりを進めていくことが重要です。 

そのため、里親に関する普及啓発、また、現状の市が行う児童福祉サービスのさらなる充実を図るた

め、市内に存在する社会的養護施設や里親等の積極的な活用を図りながら、社会的養護施設等との円滑

な連携が行える取り組みを進めていきます。 

 

(４)子どもアドボカシーの保障のための環境整備 

子どもアドボカシーとは、子どもの権利を守ることを目的として、子どもの意見や考えを尊重し、

子どもが自分の思いや意見を表明できるよう支えることを指します。  

児童福祉法等に定めがあるように、子どもが自身の権利を知ったうえで必要な支援を求めることは、全

ての子どもに等しく機会が保障されるべきものです。その中でも、発達過程にある子どもが、適切でない

養育環境にいる場合や権利が制約される状況にある場合には、特段の配慮が求められます。 
令和４年の改正児童福祉法において、子ども家庭福祉の分野、特に児童相談所が関わっている社会的

養護下にある子どもについては、一時保護や里親委託等、養育環境を左右する重大な決定が行われるタイ

ミングで児童相談所長等が意見聴取を行うことが義務化されました。加えて、ひとりでは意見等の形成・

表明が困難な子どもに対して、意見形成及び表明の支援を行う専門的人材の確保など、全ての子どもの

意見表明権等を保障するため、意見表明等支援事業の導入に努めることとされました。 
そのため、本市においても子ども最善の利益を保障するため、県の協力を得て、児童相談所職員に対す

る子どもの権利に関する研修や子どもの意見を聴くためのコミュニケーションスキルに関する研修などを

実施するとともに、外部の団体等と連携し「子どもの声を聴く」「子どもが思いや意見を安心して表明でき

る」環境の整備を進めていきます。 

 

(５)ＩＣＴの活用 

こどもセンターに設置する機関が行う業務は、子どもやその家庭の状況に合わせて、きめ細やかな支援

を行っていくことが求められるため、センター内の各機関、また必要に応じて外部の関係機関との迅速な

情報共有が不可欠になります。 
また、作成する書類や相談・支援記録等は、迅速かつ正確であることが求められますが、日々相談や支

援などの対応に追われる中で、迅速かつ正確に記録等を作成することは、時間的・精神的に大きな負担と

なっています。そのため、ＩＣＴを活用した記録作成や情報共有システム等に加え、先進自治体が取り入れ

ている ICT ツールの活用についても積極的に検討していきます。 
また、一時保護施設内における教育の実施においても、タブレット学習やオンライン授業の導入等によ
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り、子どもの個々の状況に応じた学習ができるよう検討していきます。 

【図表32】 ICT の活用事例 

 
(６)職員の確保・育成 

児童相談所には、児童福祉司、児童心理司、医師、保健師、弁護士、児童指導員等の様々な専門職の配

置が必要であり、高い専門性とスキルが求められます。 
児童相談所の開設にあたり、専門職の確保と育成及び指導教育を行うスーパーバイザーの確保と育成

が大きな課題となるため、引き続き経験者の採用や他自治体への派遣研修を積極的に進めていきます。 
また、児童相談所開設後については、専門職ごとに研修体系を整備するとともに、より実践的なスキル

を習得できる研修の充実を図ります。 
なお、児童虐待相談対応件数の増加に伴い、直接子どもやその保護者等の対応にあたる児童福祉司や

児童心理司等の心身への負荷は増大しています。職員がメンタルヘルスに不調をきたすことなく、健康に

働き続けることができるよう定期的かつ継続的に職員をケアする仕組みづくりや休暇取得、研修受講な

ども十分に可能となるような人員体制の確保を進めていきます。 
 

(７)外部委託について 

こどもセンターの管理運営にあたっては、施設全体の警備、清掃、植栽管理と、一時保護施設における

調理や洗濯などの一部業務について、外部委託を検討します。 
また、子どもや子育て家庭等への支援メニューの充実や迅速かつ適切な相談対応・支援体制の強化が

求められる中、職員の業務負担も増大することが予想されることから、業務負担を軽減し、支援を必要と

する子どもや保護者に対し、これまで以上に効率的かつ効果的な相談支援の充実を図るため、下記のよう

な事業等の外部委託を検討していきます。 

【図表33】 外部委託を検討する業務 

 システム名（実施自治体） 概要

 電話応対支援システム

（江戸川区）

電話での通話音声をリアルタイムにテキスト化し、相談記録の入力作業負

担を軽減するとともに、内容に応じたガイダンスの表示やモニタリング機

能の活用により相談業務を支援するシステム

 AI 児童虐待・児童相談

対応支援システム 

（港区）

児童虐待・相談の訪問先でタブレット（iPad）を活用し、けが等の写真デー 

タや対応状況を児童相談所の SV、職員等とリアルタイムで共有すること

で、正確な情報に基づいて、緊急性の判断や支援方針の決定を行うなど業

務を補完するシステム

 
・里親制度の周知及び円滑な里親委託の推進を行う里親フォスタリング事業 
・子どもの権利擁護を目的としたアドボケイト事業（意見表明等支援事業） 
・家族再統合のための保護者支援プログラム事業 
・一時保護中の子どもの教育を保障するための子どもの在籍校への送迎サービス　等


